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研究成果の概要（和文）：本研究は、国際経済紛争処理の手続的及び制度的課題を、他の国際紛争処理システム
や国内裁判手続と比較分析することを通じて検討した。特に本研究は、WTO紛争処理、投資仲裁、ICJ、及び
UNCLOS裁判における先決的抗弁手続、WTO紛争処理における適用法規と先例拘束性の問題、WTO紛争処理、投資仲
裁、及びICJにおける安全保障例外条項の解釈適用、国際経済紛争処理における上訴メカニズムについて分析し
た。これらの研究成果は、『国際経済紛争処理の争点』と題する書籍において公表する予定である。

研究成果の概要（英文）：This study examines procedural and institutional issues in international 
economic dispute settlement through a comparative analysis with other international dispute 
settlement systems and domestic court proceedings. In particular, this study analyzes the 
preliminary objection procedures in WTO dispute settlement, investment arbitration, ICJ, and UNCLOS 
tribunals; the applicable law and the issue of precedent in WTO dispute settlement; the 
interpretation and application of security exception clauses in WTO dispute settlement, investment 
arbitration, and ICJ; and the appeal mechanism in international economic dispute settlement. The 
results of these studies will be published in a book entitled "Procedural Issues in International 
Economic Dispute Settlement.”

研究分野： 国際法　国際経済法

キーワード： 国際経済紛争処理　WTO　投資仲裁　FTA　国際司法裁判所　先決的抗弁　安全保障例外条項

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
1990年代後半からの約20年間で国際経済紛争処理手続が急速に発展したが、他方でその影響力ゆえに、多くの手
続法的課題も指摘されていた。特にWTO紛争処理においては、上級委員会が機能停止してしまった。そこで本研
究は、国際経済紛争処理手続の正当性/正統性を確保し、実効性ある紛争解決を行うためには、どのような改善
策が必要なのかを提示した。また本研究は、国際法上の他の紛争処理に関する専門家や国内訴訟法の専門家も参
画することによって、国際経済紛争処理の手続法的課題を多面的に検討したため、国際経済紛争処理の専門家だ
けで行う研究では得られない新たな知見を獲得することができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 1990 年代後半からの約 20 年間で、国際経済紛争処理手続が急速に発展した。WTO（世界貿
易機関）紛争解決手続では、処理件数が増大し続け、本研究を開始した 2018 年時点では、付託
された紛争は累計で 500 件を超えていた。また FTA（自由貿易協定）などの地域経済統合にお
ける紛争処理手続も普及し、それらの紛争処理手続を利用した紛争解決が増える可能性もあっ
た。さらに、国際投資協定に基づく投資仲裁の処理件数も増大し、例えば投資紛争解決国際セン
ター（ICSID）による仲裁に付託されて終了した事件数は、2018 年時点で 400 を超えていた。 
 他方で、国際経済紛争処理手続に対しては、その影響力ゆえに、多くの課題も指摘されていた。
例えば、WTO 紛争解決手続に関しては、先決的抗弁が多数提起されるようになったものの、統
一的な手続規則がなかった。また、WTO 紛争処理は迅速に行われることが本来目指されていた
ものの、実際には判断が確定するまでに時間がかかり過ぎることに関して加盟国や企業が不満
を持っていた。さらに上級委員会の判断に関しては、米国が問題視し、上級委員選任問題にも発
展した。投資仲裁に関しても、手続が非公開であることから透明性の欠如が批判されており、仲
裁人が特定の個人に偏って選任されていることや、上訴機関がないために一貫性のない判断が
繰り返されていることも問題視されていた。 
 以上のような背景から、基本的には成功しているといえる国際経済紛争処理手続に関しても、
様々な課題に対応して、正当性/正統性を確保し、実効性ある紛争解決を行う必要があると考え、
本研究を開始した。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、上述のような背景のもと、国際経済紛争処理を手続法的・訴訟法的にいかに改善す
べきか、及び、制度的にどのように改善すべきか見出すことを目的とした。そして具体的には、
①複数の国際経済紛争処理手続の間での比較検討（国際経済法内部での比較）、②国際経済紛争
処理手続と他の国際法上の紛争解決手続との比較検討（国際法平面での比較）、③国際経済紛争
処理手続と国内法上の訴訟法との比較検討（国内法との比較）という 3 つの柱を立て、他の手続
における同種の問題の取り扱いを参考にして、比較法的観点から国際経済紛争処理手続のある
べき改善策を見出すことを目指した。 
 さらに、上述のような手続法的な分析に加え、紛争解決の実態面からも分析を行って、改善策
を見出すことを試みた。具体的には、国際経済紛争処理手続の担い手である事務局の体制、弁護
士事務所の活動状況、パネリストや仲裁人に任命される人材等の実態調査を第 4 の柱とし、手
続法的な分析に加え、現実的な手続的・制度的改善の提言を行うことを本研究は目指した。 
 
３．研究の方法 
本研究は、国際経済紛争処理手続の手続法的及び制度的問題点を比較法的分析によって明ら

かにし、かつ、その改善策を提言しようとするものであるが、具体的な研究方法としては、①国
際経済法内部での検討②国際法平面での検討③国内法との比較検討④実態調査の 4 つの研究グ
ループに研究分担者が分かれて分析を進め、研究代表者が全体を統括する体制をとった。なお研
究代表者及び分担者も、複数のグループに所属して活動する場合があり、また最終的には、4つ
のグループの分析結果を総合して、包括的な成果を上げることを目指した。 
（１）国際経済法内部での検討は、WTO 紛争処理手続、FTA の紛争処理手続、投資仲裁の手続を
比較検討した。具体的には、先決的抗弁に関する手続や上訴制度における制度設計、先例拘束性
の問題を取り上げた。また、本研究開始後に安全保障例外条項が援用される事案が増加し、さら
には米中対立の先鋭化やロシアによるウクライナ侵略も発生して安全保障例外条項の重要性が
増したため、安全保障例外条項が紛争処理手続で援用された場合の手続法的論点についても、
WTO 紛争処理と投資仲裁とで比較分析した。 
（２）国際法平面での検討は、国際経済紛争処理手続（WTO、FTA、投資仲裁）と他の国際紛争処
理手続（ICJ、ITLOS、常設仲裁裁判所（PCA）の仲裁）における手続法・訴訟法的側面を分析し
た。具体的には、先決的抗弁や適用法規などを比較検討の対象とした。また国際法平面での検討
においても、ICJ が通商航海条約上の安全保障例外条項に関して判断を行う事案が続いているこ
とを踏まえ、国際経済紛争処理手続における安全保障例外条項の手続法的位置づけとの比較を
行った。 
（３）国内法との比較検討は、第 1に、国際経済紛争処理手続の上訴手続と民事訴訟法における
上訴手続とを比較分析した。具体的には、差戻権限、事実認定権限、法律問題と事実問題の区別
等の問題について、国内民事訴訟法と WTO 上訴手続、及び、投資仲裁に関する上訴システム提案
などとの比較を行った。第 2 に、証拠法に関し、国際経済紛争処理手続と民事訴訟法とを比較検
討した。 
（４）国際経済紛争処理の実態調査は、紛争処理手続の担い手の問題を取り上げ、その特徴や手
続の運用に及ぼす影響を調査し分析した。具体的には ICSID、国際海洋法裁判所（ITLOS）、ICJ、
PCA の事務局/書記局を訪問し、裁判官や仲裁人を補佐する法務担当者にインタビューを行い、



事務局/書記局が判断権者である裁判官や仲裁人と実際にはどのような関係あるのか調査を行っ
た。他方で、コロナ・パンデミックの発生により、2020 年度以降は海外出張が困難となったた
め、WTO 事務局や各国政府、法律事務所への訪問調査は行うことができなかった。 
 
４．研究成果 
 本研究の研究期間内に公表に至った研究成果については、後掲の発表論文などであるが、本研
究の最終成果は、『国際経済紛争処理の争点』と題する書籍にとりまとめ、2023 年度中に公刊す
る予定であり、その概要は以下のとおりである。 
（１）第 1に、先決的抗弁に関して、WTO 紛争処理、投資仲裁、ICJ、および、UNCLOS 裁判を比
較検討し、その特徴や課題を分析した。WTO 紛争処理に関しては、持ち込まれる紛争が WTO 協定
上のものに限定されているため、ICJ などと比較して事項的管轄に関する先決的抗弁は従来は提
起されておらず、具体的な紛争におけるパネルの付託事項内か否かという先決的抗弁が大半を
占めるという特徴があるが、訴えの利益の有無や他の紛争処理手続との管轄権競合など、受理可
能性に関する先決的抗弁は少数だが事例がある。投資仲裁に関しては、私人である投資家が紛争
当事者であることが他の紛争処理手続との決定的な相違であり、そこから派生する特徴的な先
決的抗弁が多く存在する。具体的には、適用される国際投資協定上の保護対象である「投資家」
に申立人がそもそも該当せず、仲裁廷が人的管轄権を有さないとの先決的抗弁も一般的である。
被申立国としては、自国の投資協定違反の有無という本案判断に入ることなく先決的抗弁が仲
裁廷によって認容されることが望ましく、先決的抗弁の手続を本案審理から分離する手続分岐
を求める傾向もある。投資仲裁における手続分岐は、ICSID 規則などが規定しているが、この点
に関し ICJ 規則や WTO 紛争処理における実践と比較検討した。 
（２）第 2に、法の解釈適用に関する問題として、適用法規と先例拘束性の問題を扱った。適用
法規に関し、WTO 紛争処理においては原則として WTO 協定に限定されており、この点は国際法一
般が適用法規となる ICJ や、国際投資協定に加えて条約法や国家責任法などの一般国際法を適
用法規とする投資仲裁と比較して大きく異なる。UNCLOS 裁判所も、UNCLOS に反しない国際法の
他の規則を適用法規とする。他方で WTO 紛争処理においても、紛争解決了解（DSU）によって適
用法規となると明記されている条約解釈規則だけでなく、他の条約法の規則（錯誤や同一事項に
関する相前後する条約など）も適用法規となる可能性が、実際の紛争事例で示されており、かか
る適用法規の「拡大」が WTO 紛争処理に及ぼす影響について、他の紛争処理手続と比較しつつ分
析した。また先例拘束性の問題に関し、WTO では上級委員会が事実上の先例拘束性を導入したと
米国が強く批判し、論争となっているが、そもそも「先例」の意味内容に関する理解が、上級委
員会・紛争当事国・研究者などの間において必ずしも一致していないことからくる混乱も生じて
いる。そこで、WTO 紛争処理における「先例」の意義を他の紛争処理手続における実践と比較し
つつ分析した。 
（３）第 3に、安全保障例外条項の解釈適用に関し、WTO 紛争処理、投資仲裁、ICJ での実践を
比較分析した。それぞれのフォーラムにおいて解釈適用の対象となる安全保障例外条項の文言
自体が異なるため単純な比較はできないものの、自己判断的文言を含む WTO 協定の安全保障例
外条項に関しても、WTO 紛争処理においては援用国の完全な裁量は認められず、パネルは安全保
障例外条項の要件が充足されているか否か一定の審査をしている。投資仲裁で援用される国際
投資協定上の安全保障例外条項や ICJ で援用される通商航海条約上の安全保障例外条項につい
ても、援用国の裁量の余地は認めつつも仲裁廷/裁判所は同条項の要件充足性を審査してきた。
この点で、安全保障例外条項の援用を、管轄権または受理可能性の否定という先決的問題として
処理するのか、あるいは援用国の条約違反行為があったとしてもそれが正当化されるという本
案問題として扱うのかという手続法上の位置づけの問題もある。このような安全保障例外条項
に関わる判断権者の審査の程度や手続法上の位置づけについて、比較分析を行った。 
（４）第 4に、国際経済紛争処理の制度的課題に関し、WTO 上級委員会の審査権限について国内
訴訟法との比較分析を行った。米国は、上級委員会の司法積極主義的姿勢を問題視しているが、
WTO 協定が「意図的なあいまいさ（constructive ambiguity）」を含む微妙なバランスの上に成
り立っている条約だとすれば、米国の上級委員会批判には合理的な部分もある。かかる観点から
上級委員会の審査権限を限定するとすれば、いかなる選択肢があるのか、国内訴訟法上の上級裁
判所に関する仕組みを参照しつつ考察した。また、上級委員会が機能停止したことに対応する多
国間暫定上訴仲裁制度（MPIA）が設立されたが、同制度の有する問題点について分析した。加え
て FTA の紛争処理制度について、上訴手続の有無など WTO 紛争処理との比較をしつつ、近年の紛
争解決事例の動向や課題を検討した。 
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